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研究成果の概要（和文）：本研究では学校教育や生育環境が、競争的市場や再分配に対する態度、利他性や互恵
性などの非認知能力に与える影響と非認知能力を通じて労働市場でのパフォーマンス、幸福度・健康に与える影
響をアンケート調査から分析した。学校教育におけるグループ学習や小学生時代に神社仏閣が近隣にあったこと
は利他性や互恵性と正の相関をもっていること、利他性や互恵性高い人は、所得が高くはないが人間関係の満足
度が高く、健康度も高いことを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：We examine long-term consequences of elementary school curricula in terms of
 the formation of social preferences. Specifically, pupils who have experienced 
participatory/cooperative learning practices are more likely to be altruistic, cooperative with 
others, reciprocal, and have national pride. In contrast, education emphasizing anti-competitive 
practices is negatively associated with these attributes. Such contrasts can also be seen in other 
preferences regarding government policies and the market economy. We also find that the experience 
of group work is negatively associated with annual income and financial assets. The results for 
well-being and satisfaction for overall life indicate that group work does not correlate with 
well-being and whole life satisfaction, while it positively correlates with the satisfaction of 
human relationships and negatively correlates with satisfaction with household economic status.

研究分野：労働経済学、行動経済学

キーワード： インターネット調査　労働市場　幸福度　利他性　教育　ソーシャル・キャピタル　互恵性　非認知能
力

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
非認知能力が労働市場でパフォーマンスに大きな影響を与えているという海外での実証結果は蓄積されてきてお
り、非認知能力の重要性が認識されてきた。しかし、日本で教育の特色や生育環境が非認知能力の形成との関係
があるのか、非認知能力が労働市場でどのように評価されているのかについては明らかにされていなかった。日
本における学校教育や地域環境が社会的選好の形成に影響していることを示したことは、教育政策の改善に貢献
する可能性がある。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
人的資本が労働市場でどのように評価されるかについて、労働経済学では多くの研究の蓄積
がある。しかし、多くの研究は、人的資本のうち学歴で代表される認知的能力にのみ注目して
きた。 確かに、学校教育で養われる認知的能力が高いほど、賃金が高く、昇進の可能性も高い
ということが多くの実証研究で明らかにされてきた。しかし、自制心、意欲や社会的応力など
の非認知能力が社会的成功に与える影響は無視できないほど大きいという研究結果が近年数多
く報告されている。また、利他性や互恵性といったソーシャル・キャピタルの基礎となる人間
性が労働市場でのパフォーマンスを高めているという実証研究も行われている。その上、IT を
中心とする技術革新によって、認知能力のうち定型的な仕事の多くは、IT に代替され、非定
形的な仕事や対人サービスが人間の行う重要な仕事になってきている。このような人的資本に
求められるものの変化は、教育における「人間力」の重要性 の認識とも一致している。 
義務教育におけるグループ学習や徒競走の有無、成績の付け方といった隠れたカリキュラム
が、市場競争や再分配に対する認識や利他性、互恵性の形成にどのような影響を与えるかに関
する研究、社会的な共同体の範囲を経済学的に計測する研究、震災が労働市場に与える長期的
影響についての試行的研究を行ってきた。本研究は、これらの試行的研究の成果をもとに、ア
ンケート調査をより大規模に行うことで、信頼度の高い研究成果を得ることを目的としている。 

 
２．研究の目的 
(1) 隠れたカリキュラムと経済的価値観・労働市場でのパフォーマンス  
 日本国内において、義務教育の学習カリキュラムは世代ごとに全国共通のものとなっている
が、グループ学習の有無、運動会における徒競走の有無、成績の付け方、二宮尊徳像の有無、
子供銀行の有無など、地域によって大きく異なる広い意味での教育内容も多い。全国共通の学
習カリキュラム以外の地域や学校ごとにことなる教育内容の違いを隠れたカリキュラムと呼ぶ。
応募者は、神戸大学の伊藤高弘、中央大学の窪田康平とともに、約 3000 名を対象に試行的な
インターネット調査を行った。その結果、隠れたカリキュラムには地域・時代による差が大き
く、その違いは、人々の市場競争や再分配、利他性および互恵性に対して違いをもたらしてい
ることが確認できた。本研究では、この結果をもとに、サンプルサイズを拡大し、信頼性の高
い分析を行うことと、試行的アンケートでは質問できていなかった幸福度など主観的厚生につ
いての情報も収集し、信頼度が高く、より広い範囲で労働市場のパフォーマンスを評価する。 
 
(2) 震災が行動経済学的特性と共同体意識に与えた影響と労働市場でのパフォーマンス 
 利他性や互恵性および共同体意識が労働市場でどのような影響をもつかを分析する上で、大
きな問題は、互恵性や共同体意識が所得水準に影響を受ける可能性があることである。(1)のプ
ロジェクトでは、その変化を教育の差に求めたが、本プロジェクトでは阪神淡路大震災・東日
本大震災・熊本地震によるショックに求めるものである。本プロジェクトでは、過去に応募者
らが行ったアンケート調査をもとに、正確に共同体意識を計測可能な質問項目および時間割引
率、危険回避度、利他性、互恵性に関する標準的質問項目を設計する。その質問項目を用いて、
大規模な地震災害によってそれらの特性が影響を受け、人びとの行動に変化を与えたことが、
労働市場での成果に与えた影響を分析する。 
 
３．研究の方法 
(1) 隠れたカリキュラムと経済的価値観・労働市場でのパフォーマンス 
共同研究者である神戸大学の伊藤高弘と中央大学の窪田康平と過去に行った 3000 人サンプ
ルによる試行的アンケート調査に基づいて、隠れたカリキュラムが経済的価値観および利他
性・互恵性に与える影響についての実証分析をまとめる。この調査では小学校時代の読書の時
間、二宮尊徳像、グループ学習、夏休みの登校日、国旗掲揚、被爆地への修学旅行、同和教育、
運動会における徒競走、相対成績評価などの有無と、経済的な価値観に関する質問、利他性や
互恵性に関する質問を行った。こうした多くの調査項目の間には相関があるため、主成分分析
を行い、複数の因子に分解して統計分析を行う。 
 経済的な価値観に関する質問項目としては、「自立できない貧しい人の面倒を見るのは政府の
責任だ」、「高所得者と低所得者の格差を是正するのは政府の責任だ」「政府は高額所得者に対し
て多くの税を課すべきだ」、「市場経済は格差を拡大するがそれ以上に人びとを豊かにする」「人
と競争することは楽しい」などを考えている。利他性については、「他の人のためになることを
すると自分もうれしい」、信頼については「一般的に言って、人はだいたい信頼できる」、互恵
性については「頼み事を聞いてもらえたらお返しする」などの質問項目を用いる。 
 その上で、アンケートの質問項目を精査するとともに、新規質問項目を検討し、約１万人を
対象としたインターネットアンケートを行った。幸福度、満足度および性格特性を計測するビ
ッグ５に関する質問を追加した。 
 
(2) 震災が行動経済学的特性と共同体意識に与えた影響と労働市場でのパフォーマンス 
 阪神大震災の長期的な影響についての共同研究を行ってきた大阪大学の佐々木勝、神戸大学
の奥山尚子、立命館大学の安井健吾のグループで、過去に行ったアンケート調査を用いて、被
災者と非被災者との間でのソーシャル・キャピタルの違い、時間割引率・危険回避度の違いを



明らかにした上で、労働市場におけるパフォーマンスが、それらを通じた間接的な影響と震災
による直接的影響を明らかにする。また、大阪大学 GCOE パネルデータを用いて、東日本大震災
の被災地とそれ以外の地域で、時間割引率、危険回避度、幸福度などの変化を同一個人内で検
証する。 
  
４．研究成果 
(1) 隠れたカリキュラムと経済的価値観・労働市場でのパフォーマンス 
グループ学習や非競争主義的教育などの学習指導要領で定められたカリキュラム以外の学校
ごとの学習内容の違いが、利他性や互恵性などの非認知能力、所得などの労働市場でのパフォ
ーマンス、健康や幸福度とどのような関連があるかを分析した。その結果、小学校時代にグル
ープ学習の経験者は、利他性、互恵性、他人と協力することに価値を見出し、再分配政策を支
持する傾向にあった。一方、非競争的教育の経験者は、その逆の傾向があった（①）。また、小
学校時代にグループ学習の経験者は、成人になってからの利他性や互恵性が高く人間関係の満
足度は高い。一方で、所得は低く、経済的な満足度は低い。この両者が相殺する結果、全般的
な満足度や幸福度との関連はなくなることを見出した（②）。 
 
(2) 寺院・地蔵・神社の社会・経済的帰結：ソーシャル・キャピタルを通じた所得・幸福度・
健康への影響 
 本研究では、一般的信頼、互恵性、利他性などのソーシャル・キャピタルが、所得・従業上
の地位・管理職という労働市場でのアウトカムと幸福度に与える影響を個人に関する独自のア
ンケート調査をもとに検証した。ソーシャル・キャピタルの内生性に対処するために、小学生
の頃に通学路および自宅の近隣に寺院・地蔵・神社があったか否かという変数を用いた。分析
結果は操作変数法の有効性を示しており、推計結果からはソーシャル・キャピタルが高くても
労働市場でのアウトカムには影響しないが、幸福度および健康水準を高めることであることが
示唆された。また、労働市場でのアウトカムを高めない理由として、ソーシャル・キャピタル
が高いと地域間移動が減少するという事実の存在を示した（③）。 
 
(3) 性格特性が労働市場でのパフォーマンスに与える影響 
ビッグ５という性格特性と労働市場でのパフォーマンスの関係と日米で比較した。両国とも
勤勉性が労働市場で評価されていることは共通であったが、協調性については日本ではプラス
に評価されるが米国ではマイナスに評価されていることを示した（④）。 
 
(4) 震災と経済的選好 
東日本大震災および熊本地震が日本人の経済的選好に与えた影響を分析した。東日本大震災
では、時間割引率，危険回避度，利他性，メンタルヘルスについては、日本人全体で統計的に
有意な変化がみられた。日本人の経済行動は，震災後，長期的な計画性を備えるようになり、
リスクに対する慎重さも高まった。ただし、津波被災を受けた地域の人々のなかには、震災後、
特に 2013 年になって現在バイアスがかえって高まる兆候も認められた（⑤）。一方、熊本地震
前後で利他性の変化を分析した結果、被災地に近いところで見知らぬ日本人や外国人に対する
利他性が上昇したことが観察された（⑥）。 
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